
放射線測定設備の性能検査申請書 

(案) 

２０２２濃放発第２９号 

２０２３年３月３１日 

原子力規制委員会 殿 

届出者 

住所 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字沖付４番地１０８ 

氏名  日本原燃株式会社 
代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 

原子力災害対策特別措置法第１１条第５項の規定に基づき、次のとおり放射線

測定設備の性能検査を受けたいので申請します。 

原子力事業所の名称及び場所 
濃縮・埋設事業所 

青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮 

原子力事業所内の放射線測定

設備 設置数 
３式（埋設事業部と共用） 

（検出器更新＜NaI(Tl)ｼﾝﾁﾚｰｼｮﾝ・電離箱＞ 

及び監視盤新設） 

その概要 別紙のとおり 

注）本申請書は濃縮事業部に係るものである。 



別紙 

 

放射線測定設備の設置場所及び概要 

 

１．モニタリングポスト 

  （１）測定対象 空気吸収線量率 

  （２）設置場所 濃縮・埋設事業所内の区域の境界付近に３箇所設置（モニタリングポスト 

配置図参照） 

  （３）検出器  ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション※１、電離箱※１ 

  （４）測定範囲 ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション※１ １０－２～１０１μＧｙ／ｈ 

                  電離箱※１              １ ～１０５μＧｙ／ｈ 

（ウラン濃縮工場 中央制御室 放射線監視盤 指示計、記録計※２  

１０－２～１０５μＧｙ／ｈ） 

（濃縮・埋設事務所 緊急時対策所 データ表示操作端末 記録計※３ 

１０１ ～１０８ｎＧｙ／ｈ） 

  （５）警報設定 測定範囲内で可変 

  （６）測定方法 ウラン濃縮工場 中央制御室 放射線監視盤（指示、記録及び警報）※２ 

         濃縮・埋設事務所 緊急時対策所 データ表示操作端末（指示、記録）※３ 

  （７）取付個数 モニタリングポスト ３式（ＭＰ－１～３） 

ウラン濃縮工場 中央制御室 放射線監視盤 １式 

濃縮・埋設事務所 緊急時対策所 データ表示操作端末 1式 

 

 

※１：機器更新 

※２：機器更新に伴う電子記録計（主）の新規設置分 

※３：機器更新に伴う電子記録計（バックアップ）の新規設置分 

   濃縮・埋設事業所（濃縮事業部）放射線測定設備概略図参照 



 

 



 

 

 

 

濃縮・埋設事業所（濃縮事業部）放射線測定設備概略図 
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(バックアップ⽤記録計) 
 

データ表⽰操作端末 

濃縮・埋設事業所モニタリングポスト局舎（MP１〜３） 
 

 
空間放射線量率監視盤 

 
低レンジモニタ⽤ 
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濃縮・埋設事務所 

伝送装置 

 
⾼レンジモニタ⽤ 
計測部ユニット 

⾼レンジモニタ検出器 

ウラン濃縮⼯場 

中
央
制
御
室  

更新対象を     で示す。 
ソフト改造を    で示す。 
新設対象を     で示す。 
原災法の受検範囲を、点線で示す。 

凡例 

 
 

 

放射線監視盤 

警報 
(アナンシエータ) 

指⽰計 
(フラットディスプレイ) 

電⼦記録計 
(主記録計) 

 

電離箱 
検出器 

低レンジモニタ検出器 

NaI(Tl)ｼﾝﾁﾚ
ｰｼｮﾝ検出器 


